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議案第８５号

専決処分の承認を求めるについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専

決処分したので、同法第１７９条第３項の規定によりこれを報告し承認を求める。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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専決第１４号

専 決 処 分 書

令和６年度春日部市一般会計補正予算（第５号）について、議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項の規定により別冊のとおり専決処分する。

令和６年１０月１０日

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８６号

春日部市企業版ふるさとかすかべ応援基金条例の制定について

春日部市企業版ふるさとかすかべ応援基金条例を別紙記載のとおり制定する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に要する経費の財源に充てるため、基金を設置する

ことに伴い、条例を制定したく提案いたします。
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春日部市企業版ふるさとかすかべ応援基金条例

（設置）

第１条 本市を応援するために企業から寄せられた寄附金（次条において「企業版ふるさと

かすかべ応援寄附金」という。）を活用し、地域再生法（平成１７年法律第２４号）第５

条第４項第２号に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に要する経費の財源に充

てるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第１項の規定に基づき、春

日部市企業版ふるさとかすかべ応援基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金は、一般会計歳入歳出予算（第４条において「予算」という。）により措置し

た金額及び企業版ふるさとかすかべ応援寄附金を積み立てるものとする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管

しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、この基金に編入するものとする。

（繰替運用）

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を

定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

（処分）

第６条 基金は、第１条に規定する経費の財源に充てる場合に限り、その全部又は一部を処

分することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第８７号

春日部市手数料条例の一部改正について

春日部市手数料条例の一部を別紙記載のとおり改正する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

多機能端末機による証明書等の交付の更なる定着を図るため、多機能端末機による証明書

等の交付に係る手数料の特例の規定を改正したく提案いたします。
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春日部市手数料条例の一部を改正する条例

春日部市手数料条例（平成１７年条例第８０号）の一部を次のように改正する。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

改正後 改正前

附 則

（多機能端末機による証明書等の交付に係る手

数料の特例）

附 則

（多機能端末機による証明書等の交付に係る手

数料の特例）

２ 令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

の間、別表第１春日部市印鑑条例（平成17年条

例第22号）第11条第３項の規定による印鑑登録

証明書の交付の項中「200円」とあるのは「100

円」と、別表第２地方税法（昭和25年法律第226

号）第20条の10の規定による徴収金に関する事

項に係る証明書の交付の項中「200円」とあるの

は「100円」と、同表住民基本台帳法第12条第１

項、第12条の３第１項、第２項及び第８項並び

に第20条第１項、第３項及び第４項の規定によ

る住民票若しくは戸籍の附票の写し又は住民票

記載事項証明書の交付の項中「200円」とあるの

は「100円」と、同表戸籍法（昭和22年法律第224

号）第10条第１項並びに第10条の２第１項、第

３項及び第５項の規定による戸籍の謄本若しく

は抄本の交付又は同法第120条第１項若しくは

第120条の２第１項の規定による戸籍証明書の

交付の項中「450円」とあるのは「450円（春日

部市住民基本台帳カードの利用に関する条例第

２条第２号に規定する多機能端末機により戸籍

謄抄本の交付を受ける場合については、１通に

つき 100円）」とする。

２ 令和４年12月20日から令和７年３月31日まで

の間、別表第１春日部市印鑑条例（平成17年条

例第22号）第11条第３項の規定による印鑑登録

証明書の交付の項中「200円」とあるのは「10円」

と、別表第２地方税法（昭和25年法律第226号）

第20条の10の規定による徴収金に関する事項に

係る証明書の交付の項中「200円」とあるのは

「10円」と、同表住民基本台帳法第12条第１項、

第12条の３第１項、第２項及び第８項並びに第

20条第１項、第３項及び第４項の規定による住

民票若しくは戸籍の附票の写し又は住民票記載

事項証明書の交付の項中「200円」とあるのは

「10円」と、同表戸籍法（昭和22年法律第224号）

第10条第１項並びに第10条の２第１項、第３項

及び第５項の規定による戸籍の謄本若しくは抄

本の交付又は同法第120条第１項若しくは第120

条の２第１項の規定による戸籍証明書の交付の

項中「450円」とあるのは「450円（春日部市住

民基本台帳カードの利用に関する条例第２条第

２号に規定する多機能端末機により戸籍謄抄本

の交付を受ける場合については、１通につき

10円）」とする。
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議案第８８号

春日部市保育所条例の一部改正について

春日部市保育所条例の一部を別紙記載のとおり改正する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

春日部市立第３保育所の閉所に伴い、名称、位置及び定員の規定を改正したく提案いたし

ます。
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春日部市保育所条例の一部を改正する条例

春日部市保育所条例（平成１７年条例第９２号）の一部を次のように改正する。

(1) 次の表中、改正前の欄の太線で囲まれた部分をそれに対応する改正後の欄の太線で囲

まれた部分に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

改正後 改正前

（名称、位置及び定員） （名称、位置及び定員）

第２条 第２条

名称 位置
入所

定員
名称 位置

入所

定員

春日部市立武

里南保育所

春日部市大枝89番地

９街区16棟

160人 春日部市立武

里南保育所

春日部市大枝89番地

９街区16棟

160人

春日部市立第

３保育所

春日部市粕壁6823番

地

100人
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議案第８９号

春日部市地域包括支援センターの職員に係る基準及び当該職員の員数等を定める条例

の一部改正について

春日部市地域包括支援センターの職員に係る基準及び当該職員の員数等を定める条例の一

部を別紙記載のとおり改正する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

介護保険法施行規則の一部改正に伴い、職員に係る基準及び当該職員の員数の規定を改正

したく提案いたします。
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春日部市地域包括支援センターの職員に係る基準及び当該職員の員数等を定める条例

の一部を改正する条例

春日部市地域包括支援センターの職員に係る基準及び当該職員の員数等を定める条例（平

成２７年条例第７号）の一部を次のように改正する。

(1) 次の表中、改正前の欄の項（以下「改正前の項」という。）の表示及びそれに対応す

る改正後の欄の項（以下「改正後の項」という。）の表示に下線が引かれた場合にあっ

ては、当該改正前の項を当該改正後の項とする。

(2) 次の表中、改正後の項に対応する改正前の項が存在しない場合にあっては、当該改正

後の項を加える。

(3) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。ただし、第１号に掲げる場合を除く。

改正後 改正前

（職員に係る基準及び当該職員の員数） （職員に係る基準及び当該職員の員数）

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区

域における第１号被保険者の数がおおむね

3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らそ

の職務に従事する常勤の職員の員数（春日部市

地域包括支援センター運営等協議会条例（平成

18年条例第28号）第１条に規定する春日部市地

域包括支援センター運営等協議会（以下「協議

会」という。）が第１号被保険者の数及び地域包

括支援センターの運営の状況を勘案して必要で

あると認めるときは、常勤換算方法（当該地域包

括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地

域包括支援センターにおいて常勤の職員が勤務

すべき時間数で除することにより、当該地域包

括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員

数に換算する方法をいう。）によることができ

る。次項において同じ。）は、原則として次のと

おりとする。

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区

域における第１号被保険者の数がおおむね

3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らそ

の職務に従事する常勤の職員の員数は、原則と

して次のとおりとする。

２ 前項の規定にかかわらず、協議会が地域包括

支援センターの効果的な運営に資すると認める

ときは、複数の地域包括支援センターが担当す

る区域を一の区域として、当該区域内の第１号

被保険者の数について、おおむね3,000人以上

6,000人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職

員の員数を当該複数の地域包括支援センターに

配置することにより、当該区域内の一の地域包
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

括支援センターがそれぞれ同項の基準を満たす

ものとする。この場合において、当該区域内の一

の地域包括支援センターに置くべき常勤の職員

の員数の基準は、同項各号に掲げる者のうちか

ら２人とする。

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいず

れかに掲げる場合には、地域包括支援センター

の人員配置基準は、次の表の左欄に掲げる担当

する区域における第１号被保険者の数に応じ、

それぞれ同表の右欄に定めるところによること

ができる。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ

かに掲げる場合には、地域包括支援センターの

人員配置基準は、次の表の左欄に掲げる担当す

る区域における第１号被保険者の数に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定めるところによることが

できる。

(１) 第１項の基準によっては地域包括支援セ

ンターの効率的な運営に支障があると協議会

において認められた場合

(１) 前項の基準によっては地域包括支援セン

ターの効率的な運営に支障があると春日部市

地域包括支援センター運営等協議会条例（平

成18年条例第28号）第１条に規定する春日部

市地域包括支援センター運営等協議会（以下

「協議会」という。）において認められた場合

担当する区域

における第１

号被保険者の

数

人員配置基準

担当する区域

における第１

号被保険者の

数

人員配置基準

おおむね

1,000人未満

第１項各号に掲げる者のう

ちから１人又は２人

おおむね

1,000人未満

前項各号に掲げる者のうち

から１人又は２人

おおむね

1,000人以上

2,000人未満

第１項各号に掲げる者のう

ちから２人（うち１人は専

らその職務に従事する常勤

の職員とする。）

おおむね

1,000人以上

2,000人未満

前項各号に掲げる者のうち

から２人（うち１人は専ら

その職務に従事する常勤の

職員とする。）

おおむね

2,000人以上

3,000人未満

専らその職務に従事する常

勤の第１項第１号に掲げる

者１人及び専らその職務に

従事する常勤の同項第２号

又は第３号に掲げる者のい

ずれか１人

おおむね

2,000人以上

3,000人未満

専らその職務に従事する常

勤の前項第１号に掲げる者

１人及び専らその職務に従

事する常勤の前項第２号又

は第３号に掲げる者のいず

れか１人
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議案第９０号

春日部市国民健康保険税条例の一部改正について

春日部市国民健康保険税条例の一部を別紙記載のとおり改正する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

国民健康保険税の税率等の見直しに伴い、課税額の規定等を改正したく提案いたします。
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春日部市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

春日部市国民健康保険税条例（平成１７年条例第１２０号）の一部を次のように改正する。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。

改正後 改正前

（課税額） （課税額）

第３条 第３条

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する国民健康保険の被保険者に

つき算定した所得割額及び被保険者均等割額の

合算額とする。ただし、当該合算額が24万円を

超える場合においては、後期高齢者支援金等課

税額は、24万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する国民健康保険の被保険者に

つき算定した所得割額及び被保険者均等割額の

合算額とする。ただし、当該合算額が22万円を

超える場合においては、後期高齢者支援金等課

税額は、22万円とする。

（基礎課税額に係る所得割額） （基礎課税額に係る所得割額）

第４条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属

する年の前年の所得に係る地方税法（昭和25年

法律第226号。以下「法」という。）第314条の

２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合計額から同条第２項の規定による控除を

した後の総所得金額及び山林所得金額の合計額

（第６条及び第８条において「基礎控除後の総

所得金額等」という。）に100分の7.65を乗じて

算定する。

第４条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属

する年の前年の所得に係る地方税法（昭和25年

法律第226号。以下「法」という。）第314条の

２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合計額から同条第２項の規定による控除を

した後の総所得金額及び山林所得金額の合計額

（第６条及び第８条において「基礎控除後の総

所得金額等」という。）に100分の6.8を乗じて

算定する。

（基礎課税額に係る被保険者均等割額） （基礎課税額に係る被保険者均等割額）

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額は、被

保険者１人について39,400円とする。

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額は、被

保険者１人について31,900円とする。

（後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額） （後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額）

第６条 第３条第３項の所得割額は、基礎控除後

の総所得金額等に100分の2.53を乗じて算定す

る。

第６条 第３条第３項の所得割額は、基礎控除後

の総所得金額等に100分の2.05を乗じて算定す

る。

（後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均

等割額）

（後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均

等割額）

第７条 第３条第３項の被保険者均等割額は、被

保険者１人について14,500円とする。

第７条 第３条第３項の被保険者均等割額は、被

保険者１人について12,200円とする。

（介護納付金課税額に係る所得割額） （介護納付金課税額に係る所得割額）

第８条 第３条第４項の所得割額は、介護納付金

課税被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等

に100分の2.11を乗じて算定する。

第８条 第３条第４項の所得割額は、介護納付金

課税被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等

に100分の1.5を乗じて算定する。

（介護納付金課税額に係る被保険者均等割額） （介護納付金課税額に係る被保険者均等割額）

第９条 第３条第４項の被保険者均等割額は、介第９条 第３条第４項の被保険者均等割額は、介
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護納付金課税被保険者１人について14,900円と

する。

護納付金課税被保険者１人について11,700円と

する。

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額）

第21条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保

険税の納税義務者に対して課する国民健康保険

税の額は、第３条第２項本文の基礎課税額から

アに掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が65万円を超える場合には、65万円）及

び同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額

からイに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が24万円を超える場合には、24万円）

並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

ウに掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が17万円を超える場合には、17万円）の

合算額とする。

第21条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保

険税の納税義務者に対して課する国民健康保険

税の額は、第３条第２項本文の基礎課税額から

アに掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が65万円を超える場合には、65万円）及

び同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額

からイに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が22万円を超える場合には、22万円）

並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

ウに掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が17万円を超える場合には、17万円）の

合算額とする。

(１) (１)

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被

保険者（第２条第２項に規定する世帯主を

除く。）

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被

保険者（第２条第２項に規定する世帯主を

除く。）

１人について 27,580円 １人について 22,330円

イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険

者均等割額 被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。）

イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険

者均等割額 被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。）

１人について 10,150円 １人について 8,540円

ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割

額 介護納付金課税被保険者（第２条第２

項に規定する世帯主を除く。）

ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割

額 介護納付金課税被保険者（第２条第２

項に規定する世帯主を除く。）

１人について 10,430円 １人について 8,190円

(２) (２)

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被

保険者（第２条第２項に規定する世帯主を

除く。）

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被

保険者（第２条第２項に規定する世帯主を

除く。）

１人について 19,700円 １人について 15,950円

イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険

者均等割額 被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。）

イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険

者均等割額 被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。）

１人について 7,250円 １人について 6,100円

ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割

額 介護納付金課税被保険者（第２条第２

項に規定する世帯主を除く。）

ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割

額 介護納付金課税被保険者（第２条第２

項に規定する世帯主を除く。）

１人について 7,450円 １人について 5,850円

(３) (３)

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被

保険者（第２条第２項に規定する世帯主を

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被

保険者（第２条第２項に規定する世帯主を
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の春日部市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後の年度分の国民健康保

険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例によ

除く。） 除く。）

１人について 7,880円 １人について 6,380円

イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険

者均等割額 被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。）

イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険

者均等割額 被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。）

１人について 2,900円 １人について 2,440円

ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割

額 介護納付金課税被保険者（第２条第２

項に規定する世帯主を除く。）

ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割

額 介護納付金課税被保険者（第２条第２

項に規定する世帯主を除く。）

１人について 2,980円 １人について 2,340円

２ ２

(１) (１)

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した

世帯

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した

世帯

１人について 5,910円 １人について 4,785円

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した

世帯

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した

世帯

１人について 9,850円 １人について 7,975円

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した

世帯

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した

世帯

１人について 15,760円 １人について 12,760円

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯

１人について 19,700円 １人について 15,950円

(２) (２)

ア 前項第１号イに規定する金額を減額した

世帯

ア 前項第１号イに規定する金額を減額した

世帯

１人について 2,175円 １人について 1,830円

イ 前項第２号イに規定する金額を減額した

世帯

イ 前項第２号イに規定する金額を減額した

世帯

１人について 3,625円 １人について 3,050円

ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した

世帯

ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した

世帯

１人について 5,800円 １人について 4,880円

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯

１人について 7,250円 １人について 6,100円
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る。
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議案第９１号

春日部市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一部改正につ

いて

春日部市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一部を別紙記載の

とおり改正する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

水道法施行令等の一部改正に伴い、布設工事監督者の資格の規定等を改正したく提案いた

します。
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春日部市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一部を改正す

る条例

春日部市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例（平成２４年条例第

２号）の一部を次のように改正する。

(1) 次の表中、改正前の欄の号（以下「改正前の号」という。）の表示及びそれに対応す

る改正後の欄の号（以下「改正後の号」という。）の表示に下線が引かれた場合にあっ

ては、当該改正前の号を当該改正後の号とする。

(2) 次の表中、改正後の号に対応する改正前の号が存在しない場合にあっては、当該改正

後の号を加える。

(3) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。ただし、第１号に掲げる場合を除く。

改正後 改正前

（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格）

第３条 第３条

(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づ

く大学（短期大学を除く。以下同じ。）におい

て土木工学科又はこれに相当する課程を修め

て卒業した後、３年以上水道、工業用水道、下

水道、道路又は河川（以下この条において「水

道等」という。）に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（１年６か月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する

者に限る。）

(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づ

く大学（短期大学を除く。以下同じ。）の土木

工学科又はこれに相当する課程において衛生

工学若しくは水道工学に関する学科目を修め

て卒業した後、２年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者

(２) 学校教育法に基づく大学において機械工

学科若しくは電気工学科又はこれらに相当す

る課程を修めて卒業した後、４年以上水道等

に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者（２年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者に限る。）

(２) 学校教育法に基づく大学の土木工学科又

はこれに相当する課程において衛生工学及び

水道工学に関する学科目以外の学科目を修め

て卒業した後、３年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者

(３) 学校教育法に基づく短期大学（同法に基

づく専門職大学の前期課程（以下「専門職大学

前期課程」という。）を含む。）又は高等専門学

校（次号において「短期大学等」という。）に

おいて土木科又はこれに相当する課程を修め

て卒業した（専門職大学前期課程を修了した

場合を含む。）後、５年以上水道等に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者（２年

６か月以上水道に関する技術上の実務に従事

(３) 学校教育法に基づく短期大学（同法に基

づく専門職大学の前期課程（以下「専門職大学

前期課程」という。）を含む。）又は高等専門学

校において土木科又はこれに相当する課程を

修めて卒業した（専門職大学前期課程を修了

した場合を含む。）後、５年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者
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した経験を有する者に限る。）

(４) 短期大学等において機械科若しくは電気

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業し

た（専門職大学前期課程を修了した場合を含

む。）後、６年以上水道等に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者（３年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者に限る。）

(５) 学校教育法に基づく高等学校又は中等教

育学校（次号において「高等学校等」という。）

において土木科又はこれに相当する課程を修

めて卒業した後、７年以上水道等に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者（３年

６か月以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者に限る。）

(４) 学校教育法に基づく高等学校又は中等教

育学校において土木科又はこれに相当する課

程を修めて卒業した後、７年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者

(６) 高等学校等において機械科若しくは電気

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業し

た後、８年以上水道等に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者（４年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する

者に限る。）

(７) 10年以上水道等の工事に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（５年以上水

道の工事に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者に限る。）

(５) 10年以上水道の工事に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者

(８) 第１号又は第２号の卒業者であって、学

校教育法に基づく大学院研究科において１年

以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程

を専攻した後、又は大学の専攻科において衛

生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了

した後、第１号の卒業者にあっては２年以上、

第２号の卒業者にあっては３年以上水道等に

関する技術上の実務に従事した経験を有する

者（第１号の卒業者にあっては１年以上、第２

号の卒業者にあっては１年６か月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する

者に限る。）

(６) 第１号又は第２号の卒業者であって、学

校教育法に基づく大学院研究科において１年

以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程

を専攻した後、又は大学の専攻科において衛

生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了

した後、第１号の卒業者にあっては１年以上、

第２号の卒業者にあっては２年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者

(９) 外国の学校において第１号から第６号ま

でに規定する課程に相当する課程を、それぞ

れ当該各号に規定する学校において修得する

程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該

各号に規定する最低経験年数以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者

（それぞれ当該各号に規定する水道等の最低

経験年数の２分の１以上水道に関する技術上

(７) 外国の学校において第１号若しくは第２

号に規定する課程及び学科目又は第３号若し

くは第４号に規定する課程に相当する課程又

は学科目を、それぞれ当該各号に規定する学

校において修得する程度と同等以上に修得し

た後、それぞれ当該各号に規定する最低経験

年数以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者
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の実務に従事した経験を有する者に限る。）

(10) 技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第

１項の規定による第２次試験のうち上下水道

部門に合格した者（選択科目として上水道及

び工業用水道を選択した者に限る。）であっ

て、１年以上水道等に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者（６か月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する

者に限る。）

(８) 技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第

１項の規定による第２次試験のうち上下水道

部門に合格した者（選択科目として上水道及

び工業用水道を選択したものに限る。）であっ

て、１年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者

(11) 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）

第34条第１項及び第２項の規定による土木施

工管理に係る１級の技術検定に合格した者で

あって、３年以上水道等に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者（１年６か月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。）

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格）

第４条 第４条

(１) 前条第１号、第３号又は第５号に規定す

る学校において土木工学科若しくは土木科又

はこれらに相当する課程を修めて卒業した

（専門職大学前期課程を修了した場合を含

む。）後、同条第１号に規定する学校を卒業し

た者については３年以上、同条第３号に規定

する学校を卒業した（専門職大学前期課程を

修了した場合を含む。）者については５年以

上、同条第５号に規定する学校を卒業した者

については７年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者

(１) 前条の規定により布設工事監督者たる資

格を有する者

(２) 前条第１号、第３号又は第５号に規定す

る学校において工学、理学、農学、医学若しく

は薬学の課程又はこれらに相当する課程（土

木工学科及び土木科並びにこれらに相当する

課程を除く。）を修めて卒業した（専門職大学

前期課程を修了した場合を含む。）後、同条第

１号に規定する学校を卒業した者については

４年以上、同条第３号に規定する学校を卒業

した（専門職大学前期課程を修了した場合を

含む。）者については６年以上、同条第５号に

規定する学校を卒業した者については８年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者

(２) 前条第１号、第３号及び第４号に規定す

る学校において土木工学以外の工学、理学、農

学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこ

れらに相当する学科目を修めて卒業した（専

門職大学前期課程を修了した場合を含む。）

後、同条第１号に規定する学校を卒業した者

については４年以上、同条第３号に規定する

学校を卒業した（専門職大学前期課程を修了

した場合を含む。）者については６年以上、同

条第４号に規定する学校を卒業した者につい

ては８年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者

(４) 前条第１号、第３号又は第５号に規定す

る学校において工学、理学、農学、医学及び薬

学に関する課程並びにこれらに相当する課程

(４) 前条第１号、第３号及び第４号に規定す

る学校において工学、理学、農学、医学及び薬

学に関する学科目並びにこれらに相当する学
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附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

以外の課程を修めて卒業した（専門職大学前

期課程を修了した場合を含む。）後、同条第１

号に規定する学校の卒業者については５年以

上、同条第３号に規定する学校を卒業した（専

門職大学前期課程を修了した場合を含む。）者

については７年以上、同条第５号に規定する

学校の卒業者については９年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者

科目以外の学科目を修めて卒業した（専門職

大学前期課程を修了した場合を含む。）後、同

条第１号に規定する学校の卒業者については

５年以上、同条第３号に規定する学校を卒業

した（専門職大学前期課程を修了した場合を

含む。）者については７年以上、同条第４号に

規定する学校の卒業者については９年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者

(５) 外国の学校において第１号若しくは第２

号に規定する課程又は前号に規定する課程に

相当する課程を、それぞれ当該各号に規定す

る学校において修得する程度と同等以上に修

得した後、それぞれ当該各号の学校を卒業し

た（専門職大学前期課程を修了した場合を含

む。）者ごとに規定する最低経験年数以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者

(５) 外国の学校において第２号に規定する学

科目又は前号に規定する学科目に相当する学

科目を、それぞれ当該各号に規定する学校に

おいて修得する程度と同等以上に修得した

後、それぞれ当該各号の学校を卒業した（専門

職大学前期課程を修了した場合を含む。）者ご

とに規定する最低経験年数以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者

(７) 技術士法第４条第１項の規定による第２

次試験のうち上下水道部門に合格した者（選

択科目として上水道及び工業用水道を選択し

た者に限る。）であって、１年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者

(８) 建設業法施行令第34条第１項及び第２項

の規定による土木施工管理に係る１級の技術

検定に合格した者であって、３年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する

者
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議案第９２号

春日部市下水道条例の一部改正について

春日部市下水道条例の一部を別紙記載のとおり改正する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

下水道法施行令の一部改正に伴い、除害施設の設置の規定を改正したく提案いたします。
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春日部市下水道条例の一部を改正する条例

春日部市下水道条例（平成１７年条例第１５６号）の一部を次のように改正する。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。

改正後 改正前

（除害施設の設置） （除害施設の設置）

第14条 第14条

第14条の２ 第14条の２

(10) 前各号に掲げる物質又は項目以外の物質

又は項目で条例により当該公共下水道が接続

する流域下水道からの放流水に関する排水基

準が定められたもの（第５号に掲げる項目に

類似する項目及び大腸菌数を除く。） 当該排

水基準に係る数値

(10) 前各号に掲げる物質又は項目以外の物質

又は項目で条例により当該公共下水道が接続

する流域下水道からの放流水に関する排水基

準が定められたもの（第５号に掲げる項目に

類似する項目及び大腸菌群数を除く。） 当該

排水基準に係る数値
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議案第９３号

春日部市総合福祉センター空調設備更新工事請負契約の議決内容の一部変更について

令和５年９月２０日付け議案第７０号をもって議決された春日部市総合福祉センター空調

設備更新工事請負契約の議決内容の一部を次のとおり変更する。

１ 契 約 金 額 「３８９，４００，０００円」とあるのを

「４０８，１００，０００円」に変更する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

契約金額を変更する必要が生じたので、議決内容の一部を変更したく提案いたします。
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議案第９４号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者を指定する。

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

春日部市春日部第１児童センター

２ 指定管理者に指定する団体

川口市栄町一丁目４番１６号

株式会社コマーム

代表取締役 小 松 秀 人

３ 指定する期間

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

春日部市春日部第１児童センターの指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の

２第６項の規定により提案いたします。
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議案第９５号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者を指定する。

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

春日部市庄和児童センター

２ 指定管理者に指定する団体

東京都文京区小石川五丁目２番２号

株式会社明日香

代表取締役 萩 野 吉 俗

３ 指定する期間

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

春日部市庄和児童センターの指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６

項の規定により提案いたします。
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議案第９６号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者を指定する。

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

春日部市道の駅「庄和」

２ 指定管理者に指定する団体

春日部市西金野井２６０番７

庄和商工会

会長 小 川 隆

３ 指定する期間

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

春日部市道の駅「庄和」の指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項

の規定により提案いたします。
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議案第９７号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者を指定する。

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

春日部市立中央図書館、春日部市立武里図書館及び春日部市立庄和図書館

２ 指定管理者に指定する団体

東京都文京区大塚三丁目１番１号

株式会社図書館流通センター

代表取締役 谷 一 文 子

３ 指定する期間

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

春日部市立中央図書館、春日部市立武里図書館及び春日部市立庄和図書館の指定管理者を

指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により提案いたします。
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議案第９８号

令和６年度春日部市一般会計補正予算（第６号）について

令和６年度春日部市一般会計補正予算（第６号）を別冊のとおり提出する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第９９号

令和６年度春日部市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）について

令和６年度春日部市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提出する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第１００号

令和６年度春日部市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）について

令和６年度春日部市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第１０１号

令和６年度春日部市介護保険特別会計補正予算（第２号）について

令和６年度春日部市介護保険特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第１０２号

令和６年度春日部市立看護専門学校特別会計補正予算（第２号）について

令和６年度春日部市立看護専門学校特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第１０３号

令和６年度春日部市水道事業会計補正予算（第１号）について

令和６年度春日部市水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

- 38 -



議案第１０４号

令和６年度春日部市病院事業会計補正予算（第２号）について

令和６年度春日部市病院事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第１０５号

令和６年度春日部市下水道事業会計補正予算（第１号）について

令和６年度春日部市下水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第１０６号

春日部市公平委員会委員の選任につき同意を求めるについて

次の者を春日部市公平委員会委員に選任することについて同意を求める。

春日部市谷原三丁目５番地３２

小 澤 賢 一

昭和３１年１月２１日生

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

春日部市公平委員会委員 黒川 ヱツ子 氏は、令和６年１２月２２日任期満了となります

ので、上記の者を選任することについて同意を得たいので、地方公務員法第９条の２第２項

の規定により提案いたします。
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議案第１０７号

春日部市教育委員会委員の任命につき同意を求めるについて

次の者を春日部市教育委員会委員に任命することについて同意を求める。

春日部市粕壁東三丁目２２番１２号

第１グリーンハイツ２０１

松 本 朋 子

昭和５４年８月９日生

令和６年１１月２５日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

春日部市教育委員会委員 金森 良泰 氏は、令和６年１２月２２日任期満了となりますの

で、上記の者を任命することについて同意を得たいので、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律第４条第２項の規定により提案いたします。
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